
 

 

 

 

 

 

認定農業者が，夫婦や親子等により共同で農業経営を行っている場合には，家族経営協定の締結を

要件として農業経営改善計画の共同申請が認められています。共同申請することで，配偶者や後継者

等も認定農業者となり，一人一人が地域の担い手農業者として更に活躍できます!! 共同申請は，新た

な申請や 5年毎の更新の際だけでなく，計画の途中でも変更計画書による申請ができます!! 

 

   

☆ 申請者が全て同一の世帯であること，又はかつて同一の世帯に属していたこと 

☆ 家族経営協定が締結されていること 

☆ 家族経営協定の取決めが遵守されていること 

 

  共同申請の進め方 

 

                                    

ご夫婦や後継者，後継者夫婦などと家族経営協定書を作成して結びます。 

 

       

   2 経営改善計画を作ります 

    申請者欄に，共同申請する申請者全員の氏名等を連記します。家族経営協定と経営改善計画

の内容を結びつけると，計画の目標に向けた一人一人の役割や行動計画が更に明確となり，経

営改善計画がより実行性の高いものになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 共同申請は，経営主の計画による所得の目標額 

を，申請する家族全員で達成することになります。 

※ 申請書は，各市町村等の様式によりますので， 

申請する市町村農政主務課等にお問い合わせくだ 

さい。 

 

 

農業経営改善計画の共同申請で 

配偶者・後継者も認定農業者に!! 

1 家族経営協定を結びます 

２ 経営改善計画書(変更計画書)を作ります 

共同申請 

する場合の 

３ 市町村役場に申請します 

共同申請の要件 

(例) 

1 



まずは、家族経営協定を結びましょう!!  

◇ 家族経営協定とは… 

農業経営の方針とルールを家事や育児，介護などの家庭生活を含めて家族み 

んなで話し合い，書面にまとめて協定を結ぶものです。締結後は，家族みんな 

で実行し，経営の改善や目標達成を目指します。協定に沿って実行されている 

か，経営や家族の状況など必要に応じて，定期的に見直しをすることが大切です。 

◇ 制度上のメリットは… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 家族経営協定を結ぶ手順は… 

        家族で話し合います 

          経営と家族の状況を話し合いましょう。項目 

をあげて文章にすると分かりやすくなります。 

        協定書をつくります 

          項目を整理して，協定書を作成します。 

         経営方針決定への参画，収益の配分などが明確 

にされていることが必要です。 

        協定を結びます 

           家族そろって協定書にサインします。実行性のある協定にするために，農業委

員会や普及センターなどの立会いのもとで協定を結ぶとよいでしょう。 

        定期的に見直します 

           締結されている内容が実行されているか，経営状況や家族構成など状況に合わ

せて定期的に見直しましょう。例えばお正月や家族旅行の時など，年 1 回程度の

見直しを協定の項目に書き込むといいでしょう。 

認定農業者制度 

経営改善計画の共同申請により申請

者全員が認定農業者となり，地域農

業の担い手となることができます。

地域計画への参画等により活躍の幅

が広がります。 

経営開始資金 

経営開始資金の特例として，夫婦とも

に就農する場合に，家族経営協定を締

結する等により共同経営者であること

が明確である場合は，夫婦合わせて

1.5人分が交付されます。 

 

農業者年金 

家族経営協定を締結し経営に参画し

ている配偶者・後継者等は、基本と

なる保険料(２万円)のうち 4,000円～

１万円の国庫補助を受けることがで

きます。将来も安心です。 

制度資金 

農業近代化資金や経営体育成強化資

金等の融資を、女性や後継者が本人

名義で受けることができます。新た

な経営部門の導入や経営規模拡大等

に活用できます。 
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◇ 共同申請のための協定書は… 

名義人全員が経営方針決定に参画していること，収益が配分されていることなど，実質的に共

同経営を行っていることが明確にされていることが必要です。 

【共同申請を行うための家族経営協定書の例】 

 
農山漁村男女共同参画推進協議会「家族経営協定のすすめ」より 

令和 

３ 

協定者全員が経営方針決定に参画 

収益が配分されている 



◇ 女性の農業経営参画と社会参画がますます求められています!! 

  農林水産業の就業人口が減少し続ける中で，農林水産業にたずさわる女性の役割はます 

ます重要になってきています。女性が働きやすく暮らしやすい農山漁村を実現するために 

は，女性が経営や地域の方針策定に参画し，女性の声を反映させていくことが大切です! 

  女性の認定農業者の割合が，法律に基づく計画に新たに位置付けられました。 

 

 
「農業における女性の活躍推進」農林水産省 

 

【宮城県内における女性の認定農業者の状況】令和 4年 3月末現在 
管  内 認定農業者 

(市町村認定)(人)a 

aのうち，女性を含

むもの(人) 

女性の登用率 

(%) 

成果目標(5.5%) 

達成人数(人) 

大 河 原 613  18 2.9  34   

仙  台 1,071  41  3.8  59   

大  崎 1,701  55   3.2  94   

栗  原 615  18 2.9   34   

登  米 763  44  5.8  42   

石  巻 773  7   0.9  43   

気 仙 沼 82  3   3.7  5   

合  計 5,618  186  3.3  311  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ・ご相談は  

各農業改良普及センター・宮城県農政部農業振興課・一般社団法人宮城県農業会議 

【農業分野】 

2023年 4月 
４ 

市町村・農業委員会 

農業改良普及センター 

農業協同組合・農業会議 


